
重要業績評価指標（ＫＰＩ）　委員用評価シート 資料４

最終年度 Ｈ２８目標 Ｈ２８実績 事業評価
改善点
工夫点

1 新市街地整備事業完成率 100％ 92.5％ 92.5％ 区画整理第１課 Ａ
2 防災集団移転促進事業完成率 100％ 92.5％ 83.1％ 集団移転推進課 Ｂ 　

3
土地区画整理事業完成率
既成市街地　住居系

100％ 88.4％ 67.6％ 区画整理第２課 Ｃ
4 復興公営住宅完成率 100％ 84.4％ 78.1％ 復興住宅課 Ｂ
5 市街地再開発事業完成率 100％ 100％ 100％ 市街地再開発整備課 Ａ
6

①観光交流施設、プロムナード、公
園、防災マリーナ等の整備

観光交流施設の来場者数 100万人 0人 0人 商工課 Ｂ
7 中心市街地定住人口 3812人 3,812人 3,068人 商工課 Ｂ
8

施設（萬画館及び観光交流施設）
利用者数

1,241,200人 1,241,200人 169,465人 商工課 Ｃ
9 中心市街地歩行者等通行者数 16,950人 14,500人 15,412人 商工課 Ａ
10 ①半島部の拠点整備

半島部における拠点エリアの整
備事業完成率

100％ 50.2％ 10％ 半島拠点整備推進課 Ｃ
11

②拠点地区と各集落とのネットワー
ク化

市民バス等によるネットワーク充
足率

100％ 100％ 100％ 地域振興課 Ｂ
12 津波防災拠点整備事業完成率 100％ 40％ 18％ 石巻駅周辺整備プロジェクト推進室 Ｄ
13 海岸保全施設整備事業完成率 40％ 21.0％ 14.0％ 水産基盤整備室 Ｃ
14 防災緑地整備事業完成率 100％ 76.4％ 23.80％ 基盤整備課 Ｃ
15

津波避難タワー整備、津波避難
ビル指定件数

45件 41件 32件 防災推進課 Ｂ
16

旧北上川下流域における長期係
留船舶

０隻 80隻 70隻 河川港湾室 Ｂ
17

（オ）官民の既存リソースの有効
活用

①空き家対策等、公共インフラ等の
戦略的な維持管理・更新等の推進

空き家等の活用件数
（Ｈ２７年度～Ｈ３１年度累計）

15件 3件 1件 復興政策課 Ｃ
18

看護師、保健師、社会福祉の専
門的職業の有効求人倍率
（常用フルタイム、Ｈ３１年３月）

1.50以下 2.60 3.76 包括ケア推進室 Ｃ
19 地域医療福祉セミナー参加者数 50人／年 50人 9人 包括ケア推進室 Ｄ
20 （イ）働きやすい環境の整備 ①雇用・就業環境の整備

石巻地区勤労者福祉サービスセ
ンター会員数

3,500人 2,900人 2,791人 商工課 Ｃ
21

創業・第二創業件数
（Ｈ２７年度～Ｈ３１年度累計）

95件 19件 29件 産業推進課 Ａ
22

創業相談件数
（Ｈ２７年度～Ｈ３１年度累計）

200件 40件 49件 産業推進課 Ａ
23 肉用牛産出額 11億5千万円 10億円 10億円 農林課 Ａ
24

６次産業化事業計画認定数
（Ｈ２７年度～Ｈ３１年度累計）

20件 4件 3件 商工課 Ｂ
25

農林水産業新規就労者数
（Ｈ２７年度～Ｈ３１年度累計）

20人 5人 4人 農林課、水産課 Ｂ
26 輸出増加数量（平成２６年比） 50トン増 20.0ｔ 10.9ｔ 水産課 Ｃ
27 観光客入込数 3,000,000人／年 2,572,125人／年 2,409,384人／年 観光課 Ｂ
28 石ノ森萬画館入場者数 241,200人／年 206,799人／年 169,465人／年 観光課 Ｂ
29 観光交流施設の来場者数 1,000,000人／年 0人 0人 商工課 Ｂ
30 道の駅来場者数 1,050,000人／年 1,050,000人／年 988,745人／年 河北地域振興課 Ｂ
31 外国人観光客宿泊者数 1,290人／年 1,070人／年 1,497人／年 観光課 Ａ
32

オープンデータ活用事例数
（Ｈ２７年度～Ｈ３１年度累計）

10例 2例 2例 ＩＣＴ総合推進室 Ａ
33 石巻テレワーク登録者数 100人 100名 97名 商工課 Ｂ
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（ウ）地域産業の競争力強化

（エ）ICTの活用
①ICT活用による地域経済の活性
化

（エ）災害に強いまちづくり ①災害に強いインフラの整備
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（ア）若い世代の雇用促進
①医療・介護分野における人材の
誘致・育成

①被災者の居住環境の整備（ア）居住環境の整備

②中心市街地活性化施策の推進

（イ）中心市街地及びその周辺の
賑わいの再生

（ウ）半島部等における拠点整備

②農林水産業の高付加価値化

①創業・新産業育成支援

③観光産業の振興
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34 ①被災者支援
コミュニティづくり支援補助金申請
件数（復興公営住宅分）
（Ｈ２７年度～Ｈ３１年度累計）

30件 6件 5件 地域協働課 Ｂ
35

地域包括ケアサポート拠点設置
件数

4か所 0か所 0か所 包括ケア推進室 Ｃ
36

市内12地域包括支援センターに
おける多職種連携会議の定着率

100％ 0％ 0％ 包括ケア推進室 Ｂ
37 地域包括ケア研修会延参加者数 1,000人／年 1,000人／年 670人／年 包括ケア推進室 Ｃ
38

石巻市シルバー人材センターの
年間延べ就業人員

45,600人 45,000人 43,513人 商工課 Ｃ
39

住民主体による訪問型・通所型
サービスの実施団体数

13団体 10団体 1団体 介護保険課 Ｄ
40 都市公園愛護会結成数 80団体 80団体 74団体 都市計画課 Ｂ
41

旧石巻ハリストス正教会教会堂
来館者数

5,000人／年 0人／年 0人／年 生涯学習課 Ｄ
42 陶芸丸寿かんけい丸利用者数 10,000人／年 0人／年 0人／年 生涯学習課 Ｄ
43 ①ボランティア等の受入基盤の整備

移住コンシェルジュを活用した本
市への移住人数

5人／年 5人／年 3人／年 地域振興課 Ｃ
44 移住コンシェルジュへの相談件数 20件／年 20件／年 26件／年 地域振興課 Ｂ
45

全国移住ナビローカルホーム
ページ閲覧数

1,000件／月 400件／月 337件／月 地域振興課 Ｂ
46

教育旅行受入件数
（Ｈ２７年度～Ｈ３１年度累計）

100件 80件 91件 観光課 Ａ
47

①石巻専修大学と連携した人材育
成

石巻専修大学との助成対象事業
件数

7件／年 7件／年 9件／年 総務課 Ａ
48 ②市内高校生の地元定着推進

市立高校の生徒が本市に住み続
けたいと思う割合

70％ 70％ 65.2％ 学校教育課 Ｂ
49 ①市外避難者の帰郷支援

市外避難者の帰郷人数
（Ｈ２７～Ｈ３１累計）

1,260人 0人 0人 生活再建支援課 Ｄ
50 ②本市関係者との交流推進 ふるさと納税の寄附件数 30,000件／年 20,000件／年 11,830件／年 地域振興課 Ｃ
51

（オ）地域連携による経済・生活
圏の形成

①定住自立圏の形成の促進
定住自立圏共生ビジョンの策定
進捗率

100％ 10％ 0％ 復興政策課 Ｃ
52 ①女性の就業支援強化

石巻市女性人材リスト登録者数
（Ｈ３１年度末）

170人 150人 145人 地域協働課 Ｂ
53

「育児や家事の役割」について
「夫婦同様」との回答割合（Ｈ３１
年度末）

70％以上 70％以上 60％ 地域協働課 Ａ
54

女性のチカラを活かす企業認定
数

30件 30件 22件 地域協働課 Ａ
55

心とからだのトータルケア参加者
数

500人／年 500人／年 617人／年 健康推進課 Ａ
56

親子教室・遊びの広場の参加親
子数

20,000組／年 8,500組／年 19,376組／年 子育て支援課 Ａ
57 保育施設待機児童数 0人 0人 78人 子ども保育課 Ｃ
58 放課後児童クラブ待機児童数 0人 0人 51人 子ども保育課 Ｂ
59

授業が分かったと感じている児童
生徒の割合

85％ 85％ 89.9％ 学校教育課 Ｂ
60

学校が楽しいと感じている児童生
徒の割合

85％ 85％ 78％ 学校教育課 Ｂ
61 ②教育相談体制の整備 スクールカウンセラーの配置率 100％ 100％ 100％ 学校教育課 Ａ

①未来を生きる力の醸成
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（ウ）子育て支援の充実

（エ）学校教育の充実
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（ウ）大学等の活性化

（エ）市外避難者の帰郷支援及び
本市関係者との交流促進

（ア）若い世代の経済的安定

（イ）結婚・妊娠・出産・子育ての
切れ目のない支援

②地域包括ケアの推進

③高齢者が活躍する環境の整備

④文化・芸術・スポーツ活動の振興

（ア）被災者支援と次世代型地域
包括ケアの展開

②お試し居住・二地域居住・教育旅
行等の促進

（イ）地方移住・地元定着の推進

②夫婦共働きを前提とした就業環
境の整備や子育て支援の推進

①結婚・妊娠・出産・子育てに係る
若い世代への支援

①「子ども・子育て支援新制度」の
円滑かつ持続的な実施等


